















自由民権運動の高揚した 1881 年 10 月から翌年にかけて，日本各地に多くの政党・政社が叢生し
たことは，周知のとおりである。指原安三編『明治政史』（1892 ～ 93 年刊）（1）以来，自由党・立憲
改進党・立憲帝政党を中央の三大政党とし，この三党との連絡関係で各地の政党勃興の状況を記す

















（1）　指原安三編『明治政史』第十五編（明治文化研究会編『明治文化全集 第 9 巻正史篇（上巻）』（第三版）日本評論社，
1968 年，432 頁）。
（2）　大久保常吉編『日本政党事情』思誠堂蔵版，1882 年，21 頁。なお，本書でそれぞれの政党の説明に費やされてい
る頁数の分量は，自由党系の諸政党が 25 頁，改進党系の諸政党が 13 頁，帝政党系の諸政党が 23 頁に対し，東洋
社会党は 19 頁と，他に比して遜色がない。
（3）　東洋社会党の活動については，田中惣五郎『東洋社会党考』一元社，1930 年（復刻版，新泉社，1970 年），小松裕
「東洋社会党の基礎的研究」（『（熊本近代史研究会）会報』200 号，1987 年 1 月），高木知明「東洋社会党に関する一





























1882 年 4 月 15 日，長崎の『西海新聞』に，18 日正午から長崎・十善寺郷で「東洋社会党第一部第
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」であって，その主張する「社会平均ノ主義」
（4）　自由民権期の「社会党」論についての先行研究は，林茂「自由民権論の社会的限界─その社会党論に関する一
考察」（『国家学会雑誌』53 巻 8 号，1939 年 8 月）（明治史料研究連絡会編『自由民権運動（明治史研究叢書第 3 巻）』
所収，御茶の水書房，1965 年），長江弘晃「明治十二年における社会主義論争をめぐって」（『日本大学精神文化研
究所・教育制度研究所紀要』第 8 集，1977 年 3 月），芝原拓自「民権派の社会党・虚無党論─明治社会思想史の















長崎の警察も東洋社会党に注目し，4 月 18 日の会合に密偵を潜り込ませていた。その報告には，
「社会ノ真理ハ彼ノ魯国ノ虚無党
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ナルモノニアリ，故ニ予ハ該党ノ真理トスル処ヲ取リテ我社会党
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会ヲ平均シ
3 3 3 3 3
，政府ヲ破壊シ
3 3 3 3 3 3
，天賦ノ自由ヲ全フシ
3 3 3 3 3 3 3 3 3
，人間ノ権利ヲ保ツニアリ
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ナリ」（横田
彪彦）などと，参加者の発言が記録されている（7）。この報告は長崎県警部から内務省警保局長へ送
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ヲ嘯集シ，其人員モ已ニ百五十名程有テ，
専ラ貧富平均ノ説ヲ主張シ居ル由ナルガ，元是無頼漢ノ集合
3 3 3 3 3 3
ナレバ，毫モ意ニ介スルニ足ラズト雖，
国家ノ体面ヲ汚ガス






大阪での第一報は，4 月 20 日付の『日本立憲政党新聞』と『大東日報』との二紙によってなされた。
大阪の民権派政党「立憲政党」の機関紙『日本立憲政党新聞』（9）は，長崎で東洋社会党の広告が出た
（5）　「奇ヲ好ムノ人ヲ警ム」（『西海新聞』1882 年 4 月 25 日）。なお傍点は引用者による。以下同じ。
（6）　注（4）の諸論文を参照。
（7）　1882 年 4 月 28 日付，長崎県警部より内務省警保局長宛報告（井出孫六・我部政男・比屋根照夫・安在邦夫編
『自由民権機密探偵史料集』三一書房，1981 年，88 ～ 90 頁）。
（8）　『紫溟雑誌』7 号，1882 年 5 月 1 日。
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はるゝ社会党


























副総理の中島信行が迎えられたが，自由党に合流せず独自の活動を展開した。古沢滋を主幹として 1882 年 2 月 1
日に創刊された同党の機関紙『日本立憲政党新聞』は，自由党機関紙『自由新聞』（1882 年 6 月 25 日創刊）に先立
つ日本最初の民権派政党機関紙である。原田久美子「関西における民権政党の軌跡─立憲政党小論」（『歴史評
論』415 号，1984 年 11 月），岡満男「日本立憲政党新聞の三年七ヵ月」（『評論・社会科学（同志社大学人文学会）』9




『新聞記者の誕生─日本のメディアをつくった人びと』新曜社，1990 年，117 ～ 145 頁，参照。




同様の報道は翌日以降，大阪（『朝日新聞』6 月 7 日）・東京（『東京横浜毎日新聞』6 月 9 日，『郵便
報知新聞』6 月 10 日）の各紙に現れている。なお地元長崎の『西海新聞』は 6 月 14 日になってよう
やく，『日本立憲政党新聞』に載せられたのと同じ党則を掲載している。おそらく大阪での報道を逆
輸入する形になったのだろう。




聞』6 月 11 日），熊本（『熊本新聞』6 月 20 日）へと転載・拡散された。






伝播し「東洋の衰運を輓回」すべきこと，等々であった。この記事も『朝野新聞』（7 月 5 日），『自
由新聞』（7 月 6 日）など東京の民権派各紙，さらに田口卯吉の主宰する『東京経済雑誌』（119 号，




























主筆の福地は，ロシア皇帝暗殺事件直後に書いた社説「尊王論」（1881 年 3 月 26 日）（13）で，「〔社会
党の―引用者補〕邪説ヲシテ万一ニモ我皇国ニ浸染スルコトアラシメバ，我皇室ヲ如何センヤ」と，
皇室の安寧が脅かされる危険性を憂慮し，「社会党ノ邪説ヲ未萌ノ今日ニ防ガンコト
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，吾曹ノ一大
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職務ナルベシ
3 3 3 3 3 3
」と宣言していた。そうしたなか，突如現れた東洋社会党に対する彼の見解は，社説
「東洋社会党」（1882 年 5 月 18 日）に示されている。
この社説で福地は次のように述べる。東洋社会党の主張は「平等ノ権利」と「財産公平之制」の
二点にあり，とくに後者は，「其党ガ主張スル所ハ西洋ノ社会党ノ邪説ニ異ナラザルノ明証
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ノ団結ヲ見ルニ至」るかもしれない。「我日本帝国ニ於ハ決シテ欧洲ノ惨劇







滅キャンペーンを展開する。同紙は論説欄に，穂積八束「東洋社会党」（6 月 2 日），村上浩「東洋














岡安儀之「『東京日日新聞』社説目録（一）」（『メディア研究』41 号，2017 年 2 月）参照。
（14）　例えば，「社会党彙聞続稿」（『東京日日新聞』1882 年 7 月 5 日），「天草郡」（同上紙，1882 年 7 月 10 日），「東洋
社会党」（同上紙，1882 年 7 月 17 日）など。
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社会党ト同一
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」は「帝国全州ヲ掩
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，速ニ法令ヲ発シ之レヲ厳禁センコトヲ切望


























3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ヲ切ニ望」んだ
（16）　「東洋社会党」（『大東日報』1882 年 5 月 13 日）。




























の社説「東洋社会党」（114 号，1882 年 6 月 3 日）がある。田口は同月 25 日に創刊される自由党の
機関紙『自由新聞』の社説を担当するなど，自由党と協力関係にあってその経済政策を代弁して
いた。『東京経済雑誌』は上記社説のほか，109 号（4 月 29 日）・118 号（7 月 1 日）・119 号（7 月 8
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ものなり。何ぞ 
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テ社会上ノ圧制相踵デ起リ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
，自由競争ノ理極ツテ資本専横ノ害生ズ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
。貧富懸隔，豪族兼併ノ弊，
（19）　「東洋社会党」（『東京経済雑誌』114 号，1882 年 6 月 3 日）。




第 15 巻 社会篇（続）』日本評論新社，1957 年，9 ～ 14 頁）を参照）。





























集会条例の追加改正案の作成作業は山県有朋を議長とする参事院において進められ，82 年 5 月
19 日に最初の成案が提出され，再検討のうえ 20 日に別の成案に差し替えられた。この新しい成案
には，治安に妨害ありと認められる結社・集会の内務卿による禁止権が新設されたが，その直接の
動機は東洋社会党結成への対応にあったとされる（24）。事実，本稿の第 1・2 節で触れたように，東
洋社会党第一同盟会の警察密偵報告が内務卿から各参議に回覧されたのが 5 月 8 日であり，5 月中
旬には東洋社会党の動向をめぐるさまざまな風聞が各紙で報じられていた。とりわけ，親政府派の
『大東日報』社説が法令による東洋社会党の禁止を政府に要請したのが 5 月 13 日，政府首脳と太い
パイプをもつ福地源一郎が『東京日日』社説で東洋社会党の早期撲滅の必要を訴えたのが 5 月 18 日
（22）　同上，1882 年 6 月 27 日。







集会条例の追加改正案は 6 月 1 日，元老院会議に上程された。その席上，元老院議官の箕作麟祥
は次のように発言している。「彼ノ新聞紙上載スル所ノ長崎ニ起リシ社会党
3 3 3 3 3 3 3 3 3
ノ如キハ頗ル激論党ニ
シテ，其主義ノ急激ヲ表センガ為メニ突飛ノ名ヲ命ゼリト云フガ如キ無頼ノ徒ハ，乃チ治安ヲ害
3 3 3 3
スル者ナルヲ以テ
3 3 3 3 3 3 3 3
，充分ノ検束ヲナサヾルベカラズ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
」（25）。東洋社会党は治安を害する存在なので厳
しく取り締まらねばならない，という空気が政府内にあったのを物語る発言である。元老院会議で





れた参事院議官の渡辺昇は，太政大臣三条実美宛の復命書（6 月 19 日付）で，東洋社会党をめぐる
長崎県の民情について次のように報告した。
「長崎県下ニハ一種ノ社会党ナルモノ現出
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
シ，元来該党ナルモノハ一二青年書生ノ日耳蔓社会
党ノ主義ヲ唱道スルニ係リ，其目的トスル処ハ紛議アル無智ノ小民ヲ鼓動シ己レガ主義ヲ拡張
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
セントスル景況
3 3 3 3 3 3 3
ニテ，追々伊万里地方
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，閑叟ノ廟前ニ額ヲ献ジ其徳ヲ称賛シ以テ大ニ貧富平均主義ニ風靡
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
セシメントス
3 3 3 3 3 3
。右ノ景況ニテ，該党五島地方













（26）　我部政男編『明治十五年十六年地方巡察使復命書（上）』三一書房，1980 年，276 ～ 277 頁。
大原社会問題研究所雑誌　№731・732／2019.9・1070
　の不満を抑えて行政権による処置を断行すべく，82 年 5 月司法卿の同意もとりつけていた（27）。とこ






























輯，1982 年 3 月）参照。　




（30）　「集会条例（第四）」（『東京日日新聞』1882 年 6 月 9 日）。　
（31）　「読第二十七号布告」（『朝野新聞』1882 年 6 月 6 日）。　






改正集会条例第十八条による東洋社会党の結社禁止は，7 月 7 日に長崎警察署長から樽井藤吉
に言い渡された。その事実は長崎の『西海新聞』7 月 13 日付記事（33）で報じられ，同じ記事が大阪
の『大東日報』（7 月 18 日），『朝日新聞』（7 月 19 日）に転載された後，さらに『東京日日新聞』（7
月 20 日），『東京横浜毎日新聞』（7 月 21 日）で報道されるなど，東洋社会党解散の報はたちまち大
阪・東京を駆け巡ったのである。




（8 月 2・3・4 日），『東京横浜毎日新聞』（8 月 2・4 日），『東京日日新聞』（8 月 2・3・4 日），『郵便
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ヲ平等ニスルニ止マラズ，社会ノ凸凹







（33）　国立国会図書館所蔵マイクロフィルムの当該記事は日付部分が破損しているが，同日の紙面に旧暦 5 月 28 日
と記載されていることから，7 月 13 日付と推定できる。なお同記事には 7 月 6 日に樽井が警察署に召喚され解散を









3 3 3 3 3 3
平等自主ノ主義
3 3 3 3 3 3 3
タル，其極端ニマデ之レヲ遂ヒ，貧富平均ノ説，無政府ノ説ヲ唱フル者ナラシ
ムルモ，之レヲシテ単純ノ理論ノ限界ニ止マラシメバ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
，決シテ政府ガ其ノ之レヲ唱フルヲ禁遏
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
スベキニ非ラザルナリ
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ヲ観察スルニ，其規準トスル所，其目的トスル所，及ビ其主義トスル所ノ
三条ハ，何レモ皆道義ノ正ニ由リ
3 3 3 3 3 3 3
，理論ノ根ニ基キタルモノ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ニシテ，概ネ今日開明諸邦ノ人民
3 3 3 3 3 3 3
ガ普通ニ把持信奉スル所ノモノ












（34）　「東洋社会党ノ解散」（『日本立憲政党新聞』1882 年 7 月 26 日）。




























（36）　『日本立憲政党新聞』の前身である『大阪日報』（1876 年創刊の民権派紙で，82 年 2 月「立憲政党」の機関紙『日






ム」に賛同することもできない，としている（7 月 13 日）。このように，経済的・社会的不平等の問題をめぐって
「社会党」の主張に一定の理を認めようとする『大阪日報』社説の論旨は，「社会党」を邪党視する当時の一般的な風
潮において，例外に属するものであった。こうした同紙の姿勢が，東洋社会党をめぐる『日本立憲政党新聞』社説
の趣旨にも受け継がれているように思われる。
